賃貸不動産管理委託契約書
  委託者　個人名（以下「甲」という）と、受託者　法人名 (以下「乙」という）とは、甲所有の賃貸不動産（以下「対象物件」という)の管理に関し、以下のとおり管理委託契約（以下「本契約」という）を締結した。
第１条
  　甲は乙に対し、対象物件の管理業務に関し、委託者に代わって次の行為をなすことを委託する。
(1)事務管理業務
・契約管理(店子の募集、審査、契約等)の確認業務
・集金管理(家賃の集金集計、督促等)の確認業務
・更新手続の確認業務
・賃料改訂査定、交渉等の確認業務
・退室手続の確認業務
・保証金の清算及び退去費用請求、交渉等の確認業務
・関連業者との連絡、交渉等の総務業務
(2)設備管理業務
・緊急時の対応業務
・修繕の計画、手配、交渉等
　(3)前各号に関する一切の行為
第２条
　　乙は、前条に掲げる業務のうちの一部を、第三者に再委託する場合には、事前に甲の承諾を得た場合に限りすることができる。
　
第３条
　　本契約の対象物件の表示及び管理の対象範囲は以下のとおりである。（但し、乙が賃借している部分を除く）
　(1)建物
          所　在　〇〇県〇〇市〇〇
          構　造　〇〇（例.木造）
          床面積  〇〇㎡
  (2)敷地
　　　　　 所　在　〇〇県〇〇市〇〇
          面　積　〇〇㎡
　(3)上記建物の共用部分
　　　　　建物の基礎、内壁、外壁、屋上、エントランス
廻り、廊下、その他
  (4)上記建物の附属設備
          照明設備、電気設備、消防・防火設備その他
　(5)その他の施設等   駐輪場、植栽、フェンス等
第４条
  　乙は甲に対し、前条各号の行為の外、紛争その他賃貸借関係において通常生ずべき事項に属さない事項についても、遅滞なく事情を報告し、甲の指示に従って交渉の代行、鑑定の依頼その他必要な行為を行うことを約諾する。
第５条
  　管理業務委託料は、家賃の10%に消費税を加えた金額とし、毎年年初に前年の甲の賃貸料収入や対象物件の設備・入居状況等を参考に、甲乙協議のうえ改訂するものとする。
　　甲は乙に対し、当月分の管理業務委託料を当月末迄
に甲の指定する銀行口座に振込むものとする。
第６条
  　乙が前条の管理委託費以外の負担を伴う管理業務を実施しようとする場合には、事前に甲の承諾を得なければならない。ただし、事故等による緊急業務についてはこの限りではない。
第７条
  　この契約は令和〇〇年〇〇月〇〇日から１ヵ年とする。
  ただし、当事者のいずれにおいても、１月前に相手方に
予告することにより、この契約を解約することができる。
第８条
  　前条について、期間満了の３月前に相手方に対し、文書をもって更新拒絶の通知をしないときは、期間満了の時に同一条件をもって契約が更新されたものとする。
第９条
  　甲は、乙の要求があるときは、委任状の提出その他本契約の委任を証明するのに必要な措置をとらなければならない。
第10条
　　乙は、善良なる管理者の注意をもって委託業務を
行わなければならない。
第11条
　　甲又は甲の賃借人が次の各号に掲げる損害を受けた場合でも、乙は賠償の責めを負わないものとする。
(1)天災地変、その他不可抗力による損害
(2)火災・盗難等による損害
(3)前各号に定めるもののほか、乙の責めに帰することができない事由による損害
第12条
　　本契約に定めのない事項が発生した場合には、甲及び乙は誠意をもって協議の上、解決するものとする。
  上記のとおり契約し、本証２通作成のうえ当事者各１通を保持する。
  平成　　年　　月　　日
    委託者（甲）：〇〇県〇〇市　（自宅住所）
                    氏名　　　　　　　　　印
    受託者（乙）：〇〇県〇〇市
                法人名　
                    代表社員  氏名　　　 印
